
令和7年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況・効果検証

長寿福
祉人権
課

1 単

徳島県海陽
町低所得世
帯支援及び
不足額給付
金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1,567世帯×30千円、子ども
加算　93人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）
の対象者　1,392人　(30,340千円）　　のうちR7計画分
事務費　2,494千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,567世帯）、定額減税を補足
する給付（うち不足額給付）の対象者数（1,392人）

R7.6.13 R7.12.17 27,398,437 27,398,437 0
対象世帯に対して令和7
年8月までに支給を開始
する

■支給開始日：令和7年9月24日

■給付金30,340,000円（不足額給付Ⅰ787人、不足
額給付Ⅱ174人）

■給付金事業に係る事務費
　・需用費：115,500円
　・郵送代：411,144円
　・振込手数料105,710円
　・システム改修委託料1,861,200円

物価高騰により負担増となっている低所得世帯（定額減税の
不足額給付対象者）に対して、支援を行うことにより、負担の
軽減を図ることができた。

総事業費
32,833,554円
のうち、
5,435,117円
は、令和6年
度交付決定
の交付金を充
当、残りの
27,398,437円
は、令和7年
度事業分

産業振
興課

6 単

緊急経済対
策物価高騰
生活応援商
品券事業
（R6補正分）

①②物価高騰における町民への緊急経済対策として、1人6千円の
地元商品券を配布し、地域住民の生活支援とあわせ、町内の地域
経済の活性化を図る。
③6千円×8,100人、事務費2,506千円（公務員の人件費は含んでい
ない。委託料の内訳である。）、消耗品費350千円、送料4,188千円
④海陽町民全員

R7.6.13 R8.3.2 45,898,854 45,184,000 714,854

全町民（現見込　8,100人）に
地元商品券を配布すること
で、物価高騰に直面する住民
への支援及び地域経済の活
性化を図る。

■商品券配布者数：7,980人

■事業費
　・業務委託料49,390,500円
　・郵送代4,165,540円
　・印刷製本費253,814円

■物価高騰における町民への経済対策として、町民１人あたり6千円の
商品券を7,980冊(1冊500円×12枚綴り、95,760枚）を配布した。商品券
使用率は98.65%94,472枚使用)であり、物価高騰に直面する住民への支
援及び町内の地域経済の活性化を図ることができた。

総事業費
53,809,854円の
うち、45,898,854
円は、緊急経済
対策物価高騰
生活応援商品
券事業（R6補正
分）

産業振
興課

7 単

緊急経済対
策物価高騰
生活応援商
品券事業
（R7予備費
分）

①②物価高騰における町民への緊急経済対策として、1人6千円の
地元商品券を配布し、地域住民の生活支援とあわせ、町内の地域
経済の活性化を図る。
③6千円×8,100人、事務費2,506千円（公務員の人件費は含んでい
ない。委託料の内訳である。）、消耗品費350千円、送料4,188千円
④海陽町民全員

R7.6.13 R8.3.2 7,911,000 7,911,000 0

全町民（現見込　8,100
人）に地元商品券を配布
することで、物価高騰に
直面する住民への支援
及び地域経済の活性化
を図る。

■商品券配布者数：7,980人

■事業費
　・業務委託料49,390,500円
　・郵送代4,165,540円
　・印刷製本費253,814円

■物価高騰における町民への経済対策として、町民１人あた
り6千円の商品券を7,980冊(1冊500円×12枚綴り、95,760枚）
を配布した。商品券使用率は98.65%94,472枚使用)であり、物
価高騰に直面する住民への支援及び町内の地域経済の活
性化を図ることができた。

総事業費
53,809,854円の
うち、7,911,000
円は、緊急経済
対策物価高騰
生活応援商品
券事業（R7予備
費分）

81,208,291 0 80,493,437 0 714,854

担当課

地方創生臨時交付金実施計画より 事業期間 事業完了実績額（単位：円）

成果目標地方創生臨
時交付金

起債額 その他
事業実施による効果・検証等 備考

Ｎｏ
補助・
単独

交付対象事業
の名称

事業の概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

実績額 国庫補助額
事業実績


